
参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 3 - 8

【事業概要】

【事業期間】 平成26年度～平成27年度（変更前：平成26年度）

【事業費】 委託費

平成26年度 千円 （既配分：★D17-3-5）

平成27年度 千円 （今回提出）

千円

【基幹事業】

事業番号と事業名 Ｄ１７－３ 新地駅周辺被災市街地復興土地区画整理事業

基幹事業との関連性

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

(1)市街地整備コーディネート事業

細要素事業名 平成27年度中島地区土地区画整理事業推進調整事業

全体事業費 １０１，９７０千円（変更前：４９，０００千円）

　本事業は、被災市街地復興土地区画整理事業と津波復興拠点整備事業を組み合わせて
行う事業を実施するにあたり、周辺事業（鉄道復旧、河川改修、県道整備等）との工事
工程だけでなく仮換地を含めた調整が必要となることから事業スキームが複雑となる。
このため、計画・評価・設計等のトータルコーディネート事業を行い、工事設計・施工
及び仮換地設計等の計画立案ならびに監理業務を発注者支援業務として委託する。

　被災市街地復興土地区画整理事業により社会資本の基盤整備と優良な住
環境整備、津波復興拠点整備事業により新地駅周辺の整備や防災拠点の整
備の実施に伴い、周辺整備事業も本格的な工事着手となることから、関連
する事業を含めたリスク発現による工事遅延防止やリスク回避策の事前準
備等の事業スキームの構築を図るものである。

52,970

101,970

49,000



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 25

【事業概要】

【事業期間】 平成24年度～平成27年度（変更前：平成24年度～平成26年度）

【事業費】

委託費 平成２４年度 １７，３００千円 （既提出）★D23-1-1

平成２５年度 ４５，４１９千円 （既提出）★D23-1-12

平成２６年度 ３６，１１０千円 （既提出）★D23-1-21

平成２７年度 ３９，７９８千円 （今回提出）

１３８，６２７千円

【基幹事業との関連性】

事業番号と事業名 Ｄ２３－１ 新地町防災集団移転促進事業

基幹事業との関連性

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １３８，６２７千円（変更前：９８，８２９千円）

　防災集団移転促進事業の実施に関する業務として、新地町復興計画の推進のため、復
興交付金市街地整備事業及び関連する事業の計画に関して調整し、復興交付金事業実施
に必要な整備計画、事業計画及び復興推進計画について助言、調整及び図書の作成支援
等のトータルコーディネートを委託する。

　また、新地町復興計画に定めた市街地整備である防災集団移転促進事業について、防
災集団移転団地の団地造成を行ってきたが、平成27年度においては集会所、接続道路、
交通安全施設（交差点のカラー舗装）の整備を実施するため、現場の監督業務、住民と
の合意形成、施工管理等を発注者支援業務として委託する。

　基幹事業による防災集団移転促進事業の計画推進のため、他の交付金関連事業と計
画調整等を行い事業の推進を図るものである。また、集団移転団地整備にともない、
現場の監督業務、住民との合意形成、施工管理等を支援業務として行う。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（１）市街地整備コーディネート事業

細要素事業名 平成２７年度市街地整備トータルコーディネ－ト事業



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 26

【事業概要】

【事業期間】 平成24年度～平成27年度（変更前：平成24年度～平成26年度）

【事業費】

委託費 平成２４年度 ７，６７３千円 （既提出）★D23-1-3

平成２５年度 ５，０００千円 （既提出）★D23-1-13

平成２６年度 ５，０００千円 （既提出）★D23-1-22

平成２７年度 １，８４０千円 （今回提出）

１９，５１３千円

【基幹事業との関連性】

事業番号と事業名 Ｄ２３－１ 新地町防災集団移転促進事業

基幹事業との関連性

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １９，５１３千円（変更前：１７，６７３千円）

　移転促進区域及び防災集団移転団地や災害公営住宅団地の用地買収に関わる地籍整備
のための法手続きや、相続、抵当権等の困難案件を司法書士会に委託する。併せて移転
先の買収地に係る補償コンサル業務などの委託業務。

　基幹事業で行う集団移転事業において、移転促進区域の用地買収に関わる地籍整備
のための法手続きや、相続、抵当権等の困難案件を委託する。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

(10)市街地整備事業予定地区の権利関係整備事業

細要素事業名 平成２７年度地籍整備委託事業



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 27

【事業概要】

【事業期間】 平成２７年度

【事業費】 委託費 ４，２２３千円

【基幹事業との関連性】

事業番号と事業名 Ｄ２３－１ 新地町防災集団移転促進事業

基幹事業との関連性

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ４，２２３千円

　東日本大震災から４年が経過したことを踏まえ、当業務は、町内において被災した世
帯の再建状況及び再建意向の把握のための状況調査や課題の把握を行い、住宅再建を進
める。さらに、これらの調査を行うことにより、町外避難者に帰町を促す効果も期待さ
れる。

　移転促進区域を含めた被災者の再建状況・意向を調査し、未再建の被災者への再建
促進を図る。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（15）住宅再建等の手続き支援、改修相談・啓発支援事業

細要素事業名 新地町被災者再建状況調査



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 3 - 4

【事業概要】

【事業期間】 平成25年度～平成27年度（変更前：平成25年度～平成26年度）

【事業費】

内訳

委託費 平成25年度　　9,000千円 （既提出）★D23-3-1

用地費 平成25年度　　4,100千円 （既提出）　　〃

工事費 平成26年度　 50,200千円 （既提出）★D23-3-3

工事費 平成27年度 7,860千円 （今回提出）

計 71,160千円

【基幹事業との関連性】

事業番号と事業名 Ｄ２３－３ 新地町作田西地区防災集団移転促進事業

基幹事業との関連性

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

(25)市街地復興関連小規模施設整備事業

細要素事業名 平成２７年度市街地接続道路整備事業（作田西団地～熊野地区）

　基幹事業による集団移転団地にともない、新たな場所での生活再建が始まることか
ら、市街地や交通アクセスの利便性、コミュニティー形成などの観点から生活向上を図
るものである。

全体事業費 ７１，１６０千円（変更前：６３，３００千円）

　本路線は、防集作田西団地の北東から既存集落である熊野地区を結ぶ接続道路であ
る。
　防集作田西団地と熊野地区は同じ行政区であるため、コミニティーの形成には欠かせ
ない重要な路線として位置づけられる。また、防集作田西団地は袋小路となっているた
め、防災上の観点からも通り抜け可能な本路線の整備が求められている。



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 6 - 7

【事業概要】

【事業期間】 平成２５年度～平成２６年度

【事業費】

平成25年度 測量業務　 4,500千円 （既提出）★D23-6-6

平成26年度 土地買収　 1,800千円 （既提出）★D23-6-7

道路工事　24,010千円 （既提出）★D23-6-7 → 28,000千円 （変更）

計 30,310千円 → 34,300千円 （変更）

【基幹事業】

事業番号と事業名 Ｄ２３－６ 大戸浜地区防災集団移転促進事業

基幹事業との関連性

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ３４，３００千円

 大戸浜防災集団移転団地の造成が平成25年度に完成し、被災者の住宅再建が進み生活
環境の整備が必要である。
 現道は、既存集落と防災集団移転団地大戸浜地区を結ぶ現況Ｗ＝3.5ｍの道路である
が幅が狭く未舗装道路であり車のすれ違いも出来ない状況にある。
 本路線は集落間の交通アクセスの向上とコミュニティーの形成に必要である。

　基幹事業による集団移転造成団地に伴い、新たな場所での生活再建が始まるこ
とから、市街地や交通アクセスの利便性、コミュニティー形成などの観点から生
活向上を図るものである。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

(25)市街地復興関連小規模施設整備事業

細要素事業名 平成２６年度市街地接続道路整備事業（大戸浜団地～踏込田地区）


